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   We elucidated factors that affect decisions made by university students for enrollment in a volunteer fire corps (VFC) 
for a university campus. Thirty-four of the 197 questionnaire-target students desired enrollment in the VFC. According 
to the results of multiple logistic regression analysis, whether the student desired enrollment in the VFC or not was 
explained by the following four factors: likelihood of achievement of both VFC activities and schoolwork, with or 
without family members involved in a disaster, impact of VFC activities on carrier options, and with or without 
experience of volunteer activities. Taking appropriate actions with regard to these four factors would lead to an increase 
in the number of students who desire enrollment in a VFC. 
 
Keywords: University student, Volunteer fire corps, Regional disaster prevention 

 

 

１．序論 

  
地域における消防・防災体制は、主に常備消防、消防

団、自主防災組織から構成される1)。このうち消防団は、

本業を持ちながら、ボランティア精神に基づいて消防・

防災活動を行う特別地方公務員であり2)、次の3つの特性

を持っている3）。1つは“地域密着性”である。消防団員は

管轄区域内に居住または勤務する。2つ目は“要員動員力”
である。平成27年4月1日現在では、常備消防職員数の約

16万人に対し、消防団員数は5倍以上の約86万人である。

3つ目は“即時対応力”である。日ごろから教育訓練を受け

て、災害対応の技術・知識を習得している。このような

特性を持つ消防団が、阪神淡路大震災や東日本大震災時

の災害防御活動、地域住民の避難・誘導、被災者の救

出・救助等に大きな役割を果たした4-6)。しかし、近年で

は消防団員数が年々減少していることに並行して、平均

年齢が高くなっている。総務省消防庁の統計データによ

ると、昭和50年では消防団員数は約120万人、平均年齢は

33.3歳であったが、平成27年では消防団員数は約86万人、

平均年齢は40.2歳である7)。このような背景から、若者の

入団促進を図っていく必要性が訴えられている1)。そこ

で「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する

法律」の第12条では、大学等の学生が消防団活動をしや

すくなるよう、大学等に対する協力についての規定がさ

れている8)。このような社会情勢の中で、近年、大学キ

ャンパスに活動拠点をおき、その大学に通う大学生が入

団する消防団分団（以下、学内消防団と記載）が設立さ

れている（表1）。学内消防団の活動対象地域は、大学所

在地の市町村である。全ての活動に参加する基本的な消

防団分団と、消火・救助・水防等は行わず、安全に配慮

された特定の役割・活動のみを実施する機能別分団の2つ
の形態がある（表1）。 

 

表1 学内消防団の現状 

 

大学生にとって学内消防団は身近にある組織である。

先行研究では、災害ボランティアに参加したいと回答し

た大学生の3人に1人が、大学内に設置された災害ボラン

ティア組織があれば、これに参加したいと回答している

ことから、大学には潜在的な人的資源が豊富にあると述

べられている14)。したがって、学内消防団も大学の豊富

な人的資源を十分に生かすことができる組織になりうる。

もし、大学生が学内消防団への入団決定に影響を与える

大学名 設立年度 構成員 分団形態 役割・活動 情報源 

A大学 平成22年 学生、職員 基本 
「消防職員の活動の後方支援」「広報活動」 

「応急救護」等の可能な範囲でのあらゆる活動 

参考文献 9) 

A大学所在市の市役所消防局総務部総務課 

B大学 平成23年 学生 機能別 
【平常時】消防団行事等への参加 

【大規模災害時】避難所等での支援活動等 

参考文献 10) 

B大学所在市の市役所総務部防災安全課 

C大学 平成26年 
学生、院生 

職員 
機能別 

【平常時】消防団行事等への参加 

【大規模災害時】大学構内の避難所運営 

参考文献 11-13) 

C大学所在市の市役所消防局総務課 
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要因が解明されれば、消防団員数を増加させる方策の端

緒をつかむことができる。しかしながら、その要因は検

討されていない。 
食料の備蓄等の防災行動を実際に行う場合は、その前

提として防災への関心があり15-17)、この防災への関心が

高まるには、それを揺さぶる要因が存在すると考えられ

ている15), 17)。防災への関心を揺さぶる具体的な要因とし

て「性別」15)「一人暮らし」15)「災害に関する知識」15)

「災害に関する経験」15)「健康への意識」15)「災害・防

災教育」18)が同定されている。学内消防団への入団決定

を防災行動の一つと捉えた場合、その前提となる防災へ

の関心が存在すると考えられる。ところで、小林らは、

防災行動が生命を守る行動であるという点に着目し、健

康行動モデルの1つである保健信念モデルに基づく防災行

動モデルを提案している15)。保健信念モデルは、健康行

動へのきっかけ、病気への脅威、健康行動の可能性等の

要因によって、健康行動をとるか否かが決まるというも

のである19)。このモデルでは、健康行動へのきっかけや、

病気への脅威があっても、実際に健康行動をとるか否か

は、行動をとることによる障害を利益が上回ることが重

要な鍵となる19)。このため、学内消防団への入団決定は、

防災への関心があることを前提としつつも、入団によっ

て生じる利益と障害を生み出す要因が大きく影響してい

る可能性がある。 
本研究では、学内消防団入団によって生じる利益と障

害を生み出す要因として、学内消防団活動の「進路への

影響」「学業との両立可能性」の2つに着目し、これらが

学内消防団への入団決定に主要な影響を与えているか否

かを検討することを目的とした。前者については、常備

消防機関などの消防・防災に関わる進路を選択する者が、

特に学内消防団活動が進路に有利に働くという意識を持

ち、この意識が入団決定による利益を増す要因になるこ

とが予測される。また、後者に関しては、平成24年度の

内閣府の「消防に関する特別世論調査」によると、20歳
以上の成人において消防団に誘われても入らない理由と

して「体力に自信がない」「高齢である」「職業との両

立ができない」「男の役割である」が挙げられている20)。

消火・救助・水防等の体力が必要な任務が含まれない機

能別分団の場合、体力の問題や役割に対する性別の影響

は少ないと考えられる。一方、学内消防団活動と学業を

両立できないという意識は、学内消防団への入団決定の

障害になりうると予測される。 
 

２. 方法 
 

(1) 対象 

愛知県内にある D 大学 E 学科の 1～3 年生を対象とした。

これは、今回の調査対象となる学内消防団は、団員募集

範囲が E 学科の 1～3 年生に限定されていたためである。

E 学科は医薬保健学域の学科であり、消防官を志望する

学生と、その他の職種（主にスポーツ指導者）を志望す

る学生により構成されていることが特徴である。 
調査対象の学内消防団は、特定の役割・活動を実施す

る機能別分団であり、主な任務は、平常時の防災訓練と

大規模災害時における避難所運営の補助である。消火・

救助・水防等は行わず、安全に配慮された活動に限定さ

れている。活動計画は月に 1 日程度の頻度であり、積極

的参加を求められているが強制ではない。 

 
 

(2) 調査計画 

調査対象の学内消防団は 2016 年 3 月に設立が決定し、

結団式は同年 5月に行われた。この間、3月末に行われた

新 2、3 年生オリエンテーションと、新入生オリエンテー

ションの時に、D 大学所在市の市役所消防本部職員によ

り学内消防団の設立背景や活動内容等の説明が行われた。

その後、4 月中旬までの募集期間と、その後の選考期間

を経て、5 月初旬に 30 名の入団者の発表が行われた。 
本調査は 2016 年 4 月中に実施した。すなわち、調査実

施時点では学内消防団の活動実績は無く、調査対象者は

消防職員による説明のみを参考に調査に回答した。調査

実施方法は、1～3 年生の各学年について授業終了後の時

間帯を使用して、無記名の自己記入式質問紙を配付し、

質問紙への記入後に即時に回収することとした。なお、

授業に参加していた新 4 年生（n=1）に対しても調査を行

った。本調査計画は、中部大学倫理審査委員会の審査・

承認を経て、調査対象者にインフォームドコンセントを

得てから実施した。 

 
(3) 調査項目 

防災への関心に影響を与えると考えられる各種要因を

調査した先行研究 15)と、ボランティア活動について調査

した先行研究 21)の調査項目を基本として、学内消防団へ

の入団希望の有無や、学内消防団活動の学業との両立可

能性、この両立可能性に影響を与えるアルバイト等の活

動状況等の独自の項目を追加して、次の 7 つのカテゴリ

ーに調査項目を分類した。①基本属性（性別、学年、居

住地、一人暮らし、65 歳以上の家族）、②現在の活動状

況（アルバイト、部活動、サークル活動、運動・スポー

ツ実施頻度）、③災害に関する知識（居住地域ハザード

マップ・学内防災ハンドブックの認知）、④意識（防災

への関心、修学意欲、自身の健康・体力・コミュニケー

ション能力、消防官志望か否か）、⑤経験（自分・家

族・友人の被災体験、ボランティア活動）、⑥学内消防

団に関する知識・意識（存在の認知、入団希望の有無、

専攻との関連性、進路への影響、学業との両立可能性、

活動を通して期待すること、入団決定の障害となった理

由）、⑦消防団のイメージに関する自由記述。 

 
(4) 分析方法 

学内消防団への入団希望群と入団非希望群の比較を

Fisher の正確確率検定（両側）により行った。また、入

団への希望・非希望を従属変数とする多重ロジスティッ

ク回帰分析を行った。この分析では、独立変数を絞り込

むために、Fisher の正確確率検定により有意な傾向

（P<0.1）がある項目のみを独立変数とした。変数選択法

には変数増加法（尤度比）を用いた。有意水準は P<0.05
とした。すべての解析には SPSS Ver.22.0 を用いた。 

 
３. 結果 
 

248 名へ質問紙を配付して 247 名から回収した（回収率

99.6%）。有効回答は 100%であった。247 名中、学内消

防団があることを「知っている」と回答した者は 197 名、

「知らない」と回答した者は 50 名であった。本研究の目

的は学内消防団への入団決定に影響を与える要因の解明

であるため、この前提条件として学内消防団の存在を認

知していることが必要であると判断し、「知っている」

と回答した者のみで分析を行った。その結果、分析対象

を入団希望群 34 名（17.3%）、入団非希望群 163 名
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（82.7%）とした。各調査項目における入団希望群と入

団非希望群の比較をした結果を表 2 に示した。 
 

 

表 2 学内消防団への入団希望群と入団非希望群の比較 

      入団希望群 入団非希望群  
      （N＝34） （N＝163）  

  調査項目  数値  カテゴリー 度数 % 度数 % P 値 

 

基
本
属
性 

性別   1   男性 30 88.2% 141 86.5% 1.000 
  2   女性 4 11.8% 22 13.5% 

学年 

 1  1 年生 12 35.3% 71 43.6% 
0.532  2  2 年生 14 41.2% 52 31.9% 

 3  3 年生 8 23.5% 40 24.5% 

居住地   1   大学と同一の市内 15 44.1% 55 33.7% 0.325  2  市外 19 55.9% 108 66.3% 

一人暮らし   1   はい 15 44.1% 48 29.4% 0.108 
  2   いいえ 19 55.9% 115 70.6% 

65 歳以上の家族 
 1  いる 18 52.9% 74 45.4% 0.454 
  2   いない 16 47.1% 89 54.6% 

現
在
の
活
動
状
況 

アルバイト 

 1  している 26 76.5% 123 75.5% 
1.000  2  していない 8 23.5% 39 23.9% 

     無回答 0 0.0% 1 0.6% 

大学での部活動・ 

サークル等の活動 

 1  積極的 10 29.4% 70 42.9% 

0.253 
 2  まあまあ積極的 10 29.4% 30 18.4% 
 3  あまり活動せず 5 14.7% 15 9.2% 
  4   全く活動せず 9 26.5% 48 29.4% 

学外でのサークル等の 

活動 

 1  積極的 3 8.8% 5 3.1% 

0.177 
 2  まあまあ積極的 3 8.8% 13 8.0% 
 3  あまり活動せず 7 20.6% 21 12.9% 
  4   全く活動せず 21 61.8% 124 76.1% 

過去 1 年間の運動・ 

スポーツ実施頻度 

 1  週 3 回以上 15 44.1% 103 63.2% 

0.061 

 2  週 1～2回 16 47.1% 41 25.2% 
 3  月 1～2回 3 8.8% 12 7.4% 
 4  運動・スポーツせず 0 0.0% 6 3.7% 
     無回答 0 0.0% 1 0.6% 

災
害
に 

関
す
る
知
識 

居住地域ハザードマップ

の認知 

  1  知っている 12 35.3% 38 23.3% 
0.193  2  知らない 22 64.7% 124 76.1% 

     無回答 0 0.0% 1 0.6% 

学内防災ハンドブックの

認知 

  1  知っている 12 35.3% 36 22.1% 
0.126  2  知らない 22 64.7% 126 77.3% 

     無回答 0 0.0% 1 0.6% 

意
識 

防災への関心 

 1  とても関心あり 16 47.1% 31 19.0% 

0.005 
 2  まあまあ関心あり 17 50.0% 103 63.2% 
 3  あまり関心なし 1 2.9% 24 14.7% 
  4   全く関心なし 0 0.0% 5 3.1% 

大学での勉強をしっかり

と修めることへの意識 

 1  かなり意識している 16 47.1% 57 35.0% 

0.631 
 2  やや意識している 16 47.1% 92 56.4% 
 3  あまり意識せず 2 5.9% 12 7.4% 
  4   全く意識せず 0 0.0% 2 1.2% 

自分自身の健康に対する

意識 

 1  かなり意識している 12 35.3% 68 41.7% 

0.454 
 2  やや意識している 18 52.9% 83 50.9% 
 3  あまり意識せず 3 8.8% 11 6.7% 
  4   全く意識せず 1 2.9% 1 0.6% 

体力があると思うか 

 1  とても思う 6 17.6% 30 18.4% 

0.949 
 2  やや思う 19 55.9% 82 50.3% 
 3  あまり思わない 8 23.5% 46 28.2% 
  4  全く思わない 1 2.9% 5 3.1% 

コミュニケーション能力

は高いと思うか 

 1  とても思う 5 14.7% 16 9.8% 

0.620 
 2  やや思う 14 41.2% 58 35.6% 
 3  あまり思わない 13 38.2% 79 48.5% 
  4  全く思わない 2 5.9% 10 6.1% 

消防官志望 
  1   はい 31 91.2% 82 50.3% 

＜0.001  2  いいえ 0 0.0% 51 31.3% 
 3  迷っている 3 8.8% 30 18.4% 

経
験 

自分の被災経験   1   あり 4 11.8% 8 4.9% 0.132  2  なし 30 88.2% 155 95.1% 

被災経験のある家族   1   いる 10 29.4% 16 9.8% 0.005  2  いない 24 70.6% 147 90.2% 

被災経験のある友人   1   いる 11 32.4% 31 19.0% 0.106  2  いない 23 67.6% 132 81.0% 

ボランティア活動 
  1   1 年以内に行った 9 26.5% 20 12.3% 

0.005  2  1 年以上前に行った 21 61.8% 84 51.5% 
  3   全くない 4 11.8% 59 36.2% 

学
内
消
防
団
に
関
す
る
意
識 

学内消防団活動と専攻の

関連性 

 1  大いにある 20 58.8% 39 23.9% 

＜0.001 

 2  少しある 10 29.4% 95 58.3% 
 3  あまりない 1 2.9% 24 14.7% 
 4  全くない 2 5.9% 5 3.1% 
     無回答 1 2.9% 0 0.0% 

学内消防団活動の進路 

への影響 

 1  大いにある 24 70.6% 53 32.5% 

＜0.001 
 2  少しある 9 26.5% 77 47.2% 
 3  あまりない 1 2.9% 25 15.3% 
  4   全くない 0 0.0% 8 4.9% 

学内消防団活動と学業は

両立できると思うか 

（両立可能性） 

 1  とても思う 18 52.9% 11 6.7% 

＜0.001 
 2  やや思う 14 41.2% 102 62.6% 
 3  あまり思わない 2 5.9% 43 26.4% 
  4   全く思わない 0 0.0% 7 4.3% 
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有意差が認められた項目は、「防災への関心 
（P=0.005）」「消防官志望（P<0.001）」「被災経験の

ある家族（P=0.005）」「ボランティア活動（P=0.005）」

「学内消防団活動と専攻の関連性（P<0.001）」「学内消

防団活動の進路への影響（P<0.001）」「学内消防団活動

と学業は両立できると思うか（両立可能性）（P<0.001）」

の 7 項目であった。「過去 1 年間の運動・スポーツ実施

頻度」は P=0.061 であり、有意な傾向であった。これら

P<0.1 の 8 項目を独立変数としたロジスティック回帰分析

により、入団希望・非希望に主要な影響を及ぼす要因を

検討した。解析の結果得られた要因と統計量を表 3 に示

した。 
 

表 3 学内消防団への入団希望・非希望者に影響する 

要因 

要因 偏回帰係数 P 値 
オッズ比 

（95%信頼区間） 

両立可能性 2.044 0.000 
7.719 

(3.123-19.080) 

被災経験のある家族 1.733 0.004 
5.658 

(1.729-18.517) 

進路への影響 1.285 0.004 
3.614 

(1.499-8.713) 

ボランティア活動 0.808 0.035 
2.243 

(1.057-4.764) 

 

HosmerとLemeshowの検定結果は P=0.847であった。判

別的中率は 88.3%であった。得られた回帰式は以下の通

りである。 

 
Score = -9.027+2.044×「両立可能性」+1.733×「被災経験

のある家族」+1.285×「進路への影響」+0.808×「ボラン

ティア活動」 

 
各独立変数に代入する数値は表 2に記した。表 3のオッ

ズ比より「学内消防団活動と学業の両立可能性」「被災

経験のある家族」「学内消防団活動の進路への影響」

「ボランティア活動」の順に入団希望・非希望に大きな

影響を及ぼしていることが判明した。 
「防災への関心」は、入団決定に直接影響を及ぼす要

因ではなかったが、入団希望群の方が「とても関心あり」

と回答した割合が有意に高値を示した（表 2, P=0.005）。

すなわち、入団希望群の方が、より高い防災への関心を

持っていた。ただし、防災に「とても関心あり」「まあ

まあ関心有り」の数値を合計すると、入団希望群は

97.1%、入団非希望群 82.2%であり、入団非希望群でも防

災への関心を持っている者が高い割合で存在した （表

2）。このため、「防災への関心」は入団決定の直接的要

因とはならなかったと考えられる。 
「学内消防団活動と学業の両立可能性」については、

入団希望群では 2 名を除いて「とても思う」「やや思う」

と回答した（表 2）。入団非希望群と比較して、「とて

も思う」と回答した割合は有意に高値を、「やや思う」

「あまり思わない」と回答した割合は有意に低値を示し

た（表 2, P<0.001）。これに関連して、学内消防団への入

団決定の障害となった理由を複数回答可で回答させた結

果を図 1 に示した。入団希望群の 14.7%が「大学の時間

が忙しい」と回答しているが、この割合は入団希望群の

54.0%よりも有意に低値であった（P<0.001）。逆に「特

に問題はない」と回答した割合は入団希望群では 61.8%
であり、入団非希望群の 17.8%よりも有意に高値を示し

た（P<0.001）。したがって、入団希望者は、学内消防団

活動に際して時間的拘束を含む各種問題が少ないと考え

る傾向にあり、これが学業と学生消防団活動の両立可能

性の意識を高める一因になっていることが示唆される。 

 

 
図 1 学内消防団への入団決定の障害となった理由 

*: P<0.05, ***: P<0.001 

 

「学内消防団活動の進路への影響」に関しては、入団

希望群では、1 名を除いて「大いにある」「少しある」

との回答が得られた（表 2）。入団非希望群と比較して

「少しある」の回答の割合は少ないが、「大いにある」

と回答した割合は有意に高値を示した（表 2, P<0.001）。

図 2 は、学内消防団活動を通して期待することを複数回

答可で回答させた結果である。入団希望群は、学内消防

団活動が進学・就職に有利になると回答した割合

（76.5%）が、入団非希望群の割合（49.7%）よりも有意

に高値であった（P<0.01）。また、入団希望群は「消防

官志望」に「いいえ」と回答した者はおらず、入団非希

望群よりも「はい」と回答した割合が有意に高値を示し

た（表 2, P<0.001）。これらの結果から、入団希望者は将

来の進路に消防官を志望し、学内消防団活動が進路に大

きく影響すると感じており、その影響は進路決定に際し

て有利に働くものであると考えている傾向があることが

伺える。 
 

 
図 2 学内消防団の活動を通して期待すること 

*: P<0.05, **: P<0.01 

 

「ボランティア活動」については、入団希望群の方が

「1 年以内に行った」と回答した割合が有意に高値を示

した一方、「全くない」と回答した割合は有意に低値を

示した（表 2, P=0.005）。図 3 は、これまで実施したボラ

ンティア活動内容、およびボランティア活動を行ったこ

とがない人は今後に行うとすればどのような活動内容に

なるのかについて、複数回答可で回答させた結果である。

入団希望群は「お年寄りや障害を持つ人に対するボラン
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ティア」と回答した割合（38.2%）が、入団非希望群の

割合（14.7%）よりも有意に高値を示した（P<0.01）。

「国際交流・協力のボランティア」と回答した割合も、

入団希望群（17.6%）の方が入団非希望群（5.5%）より

も有意に高値を示した（P<0.05）。一方「国内災害地で

の援助活動のボランティア」については有意差が認めら

れなかった。以上より、入団希望者はボランティア活動

を経験していること、さらに、お年寄りや障害を持つ人

や国際交流・協力に対するボランティアを志向する傾向

があることが示唆される。 
 

 
図 3 ボランティア活動の内容 

*: P<0.05, **: P<0.01 

 

「被災経験のある家族」については、入団希望群の方

が「いる」割合が有意に高値を、「いない」割合が有意

に低値を示した（P=0.005）。 
全 247 名の消防団のイメージに関する自由記述につい

ては、10 名以上が回答した内容は「消防、消火、人命救

助（n=29）」「ボランティア（n=20） 」「災害時の支援

活動（n=16）」「地域での活動（n=13）」「消防隊の補

助（n=11）」であった。 

 
４．考察 
 

(1) 学内消防団への入団決定に影響する要因 

本研究の目的は、大学生が学内消防団へ入団を決定す

る際に影響を与える要因を解明することであった。その

結果、「学内消防団活動と学業の両立可能性」「学内消

防団活動の進路への影響」「ボランティア活動」「被災

経験のある家族」の 4 つの要因が抽出された。入団非希

望群にも高い割合で「防災への関心」を持っている者が

おり、これ自体は入団決定における直接的要因とはなら

なかった。 
本研究では、実際に防災行動をとるか否かは、「防災

への関心」を前提としつつ、その行動に伴う利益と障害

のバランスが重要になると考えた。入団希望者は、学内

消防団活動に際して時間的拘束を含む各種問題が少ない

と考えており、これが学業と学生消防団活動の両立可能

性の意識を高めていると考えられた。また、将来の進路

に消防官を志望し、学内消防団活動が進路に大きく影響

すると感じており、その影響は進路決定に際して有利に

働くものであると考える傾向にあった。これらのことか

ら、入団希望者の方が、入団に伴う障害よりも利益をよ

り大きく感じていることが示唆される。 

本研究の消防団に関する自由記述において、“ボラン

ティア”と回答する者が全体の 8%ほどであったが、2 番

目に回答数が多い項目であった。本調査の対象者全体に

おいて、学内消防団活動がボランティア活動であるとい

う意識があったか否かについては不明であるが、一般的

に消防団活動は“自らの地域は自らで守る”という奉仕

活動であり、ボランティア精神を基本とするものである
2)。このため、ボランティア活動の経験があることで、

学内消防団入団への抵抗（障害）が少なくなる可能性が

ある。また、入団希望者は、お年寄りや障害を持つ人に

対するボランティアや、国際交流・協力のボランティア

を志向する傾向があることが認められた。高齢者、障害

者、日本語の理解が十分でない外国人は「災害時要援護

者」に含まれ、「災害から身を守るため、安全な場所に

避難する等の一連の防災行動をとる際に、支援を必要と

する人々」である 22)。すなわち、お年寄りや障害を持つ

人に対するボランティアや、国際交流・協力のボランテ

ィアを志向する者は、「災害時要援護者」に該当する

人々との関わりを志向しているとも言える。このような

志向性があったことも、学内消防団への入団決定を促進

する要因になっているかもしれない。 
「被災経験のある家族」がいることも、学内消防団へ

の入団決定要因となった。先行研究では、家族に被災経

験がある者は防災意識が高くなることが報告されている
15)。本研究の結果は、「被災経験のある家族」がいるこ

とは、実際の防災行動に結びつくような強い影響を与え

る要因であることを示唆するものである。 
「ボランティア活動」「被災経験のある家族」の 2 つ

の要因は、「学内消防団活動の進路への影響」「学内消

防団活動と学業の両立可能性」の 2 つの要因とは異なり、

学内消防団入団に伴う利益と障害のバランスに直接的に

影響する要因であるか否かは不明である。「ボランティ

ア活動」「被災経験のある家族」が学内消防団への入団

決定に与える影響の詳細を解明するためには、今後さら

なる検討が必要である。 
 

(2) 学内消防団への入団希望者の増加策 

本研究では、「学内消防団活動と学業の両立可能性」

が、学内消防団の入団決定に与える影響が最も強かった。

したがって、学業との両立が十分に可能であることを認

識させることが、入団希望者の増加策における最優先事

項である。学業との両立可能性を認識させるためには、

現役の学内消防団員などから、学内消防団の活動計画は

学業に大きな支障をきたす頻度ではなく、活動参加の強

制性が無いことを丁寧かつ正確に伝えることなどが効果

的であろう。学内消防団活動が就職に有利に働くことを

認識させることも入団希望者の増加には必要である。過

去に、学内消防団経験者が就職に有利に働いた事例、エ

ピソードなどを探し、それらを紹介することなどが有効

であろう。また、ボランティア経験者やボランティアに

興味を持つ者を狙って学内消防団の広報活動を行うとい

う方法も考えられる。 
 

(3) 本研究の意義と限界 

先行研究では、災害ボランティアに参加したいと回答

した大学生の 3 人に 1 人が、大学内に設置された災害ボ

ランティア組織があれば、これに参加したいと回答して

いることから、大学には潜在的な人的資源が豊富にある

と述べられている 14)。これは学内消防団についても当て

はまり、学内消防団は、現在の日本社会で問題となって



 

6 

 

いる消防団員数の減少を阻止すべく、消防団員を供給す

る上で有効な組織となりうる。本研究では、学内消防団

へ入団を希望する大学生を増加させるための方策を提案

することができたと考える。 

一方、本研究には主に 2 つの限界がある。１つ目は、

今回の調査が学内消防団設立が決定した直後の、活動実

績が無い状況下で実施されたことである。このため、調

査対象の学生は、事前説明会の情報のみを参考に入団す

るか否かを判断している。もし活動実績があった場合に

は、現役入団者等の体験談を聞くことを通して、入団検

討者は学内消防団の実態をより正確に掴むことができ、

入団への判断に影響が及ぶ可能性が考えられる。2 つ目

は、本研究の調査対象の学内消防団は、団員の募集範囲

が E 学科に限定されていたことにより、他領域の学科に

ついての調査ができなかったことである。全国的に学内

消防団は少しずつ設立されてきているところであり、調

査フィールドが限られているのが現状である。防災への

関心は、大学の専攻により影響を受けると報告されてい

る 15)。このため、学内消防団への入団決定要因も学科に

よって異なる可能性がある。本研究結果をより一般的な

ものにしていくためには、上記 2 点について検証してい

く必要がある。 
 

５．結論 
 

大学生が学内消防団への入団を決定する際には、「防

災への関心」を基礎としつつ、入団に伴う利益と障害の

バランスに影響を及ぼす「学内消防団活動と学業の両立

可能性」「学内消防団活動の進路への影響」の 2 つの要

因と、その他の「被災経験のある家族」「ボランティア

活動」の 2 つの要因が主要な影響を及ぼす。これらの要

因と関連した入団希望者の増加策は、対象者に対して学

内消防団活動と学業は両立可能であることを丁寧に説明

すること、学内消防団活動が進路に有利に働いた事例等

を探して紹介すること、およびボランティア経験者やボ

ランティアに興味を持つ者を狙って学内消防団の広報活

動を行うことである。 
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